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平成 29 年４月 17 日 

各 位 

会 社 名 ホリイフードサービス株式会社 

代 表 者 名 代表取締役社長 飯田 益弘 

（コード番号 3077 JASDAQ） 

問合せ先 取締役経営管理本部長 根本 輝昌 

電 話 （029）233－5825 

 

株式会社 TBI ホールディングスによる当社株券に対する公開買付けに関する意見表明 

及び同社との資本業務提携のお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、下記「Ⅰ．本公開買付けに関する意見表明について」に記

載のとおり、株式会社 TBI ホールディングス（以下「公開買付者」といいます。）による当社の普通株

式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）に関して、賛同の意見を表明するととも

に、本公開買付けに応募するか否かについては当社の株主の皆様のご判断に委ねること、及び下記「Ⅱ．

本資本業務提携契約について」に記載のとおり、公開買付者との間で資本業務提携契約（以下「本資

本業務提携契約」といいます。）を締結することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．本公開買付けに関する意見表明について 

１. 公開買付者の概要 

(1) 名 称 株式会社 TBI ホールディングス 

(2) 所 在 地 東京都新宿区新宿二丁目 16 番６号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役会長 ヴァッタ・ヴァバン 

(4) 事 業 内 容 
飲食業、インバウンド事業、エンタメ事業、不動産事業、内装事業、美

容事業、映像 WEB 制作事業等 

(5) 資 本 金 1,550 百万円 

(6) 設 立 年 月 日 平成 25 年 1 月 22 日 

(7) 

大株主及び持株比率 

（平成 29 年４月 17 日

現在） 

ヴァッタ・ヴァバン 46.51％

インテグラル 1 号 投資事業有限責任組合 25.88％

インテグラル 2 号 投資事業有限責任組合 24.86％

Integral FundⅡ（A）L.P. 2.75％

(8) 
当社と公開買付者の関

係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 
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２. 買付け等の価格 

普通株式１株につき、金 430 円 

 

３. 当該公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由 

(1) 意見の内容 

当社は、本日開催の取締役会において、下記「（２）意見の根拠及び理由」に記載の根拠及び理

由に基づき、本公開買付けに関して、賛同の意見を表明するとともに、本公開買付けに応募する

か否かについては当社の株主の皆様のご判断に委ねることを決議いたしました。 

 

(2) 意見の根拠及び理由 

①  本公開買付けの概要 

公開買付者によれば、公開買付者は、平成 29 年４月 11 日開催の公開買付者の取締役会におい

て、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）JASDAQ スタンダード市場に

上場している当社の普通株式（但し、当社が所有する自己株式を除きます。以下「当社株式」と

いいます。）のうち、当社の代表取締役会長であり支配株主の堀井克美氏（以下「本応募予定株主」

といいます。）が所有する当社株式 3,258,000 株（所有割合（注）：57.46％）のうち 2,976,800 株

（所有割合：52.5％）（以下「応募予定株式」といいます。）を取得し、当社の議決権の過半数を

取得することを目的として、本公開買付けを実施することを決議したとのことです。なお、公開

買付者は、本日現在、当社株式を所有しておりません。 

（注）「所有割合」とは、当社が平成 29 年２月 14 日に提出した第 35 期第３四半期報告書（以下

「当社第３四半期報告書」といいます。）に記載された平成 28 年 12 月 31 日現在の発行済

株式総数（5,670,000 株）から当社が平成 29 年１月 30 日に公表した「平成 29 年３月期 第

３四半期決算短信〔日本基準〕（非連結）」（以下「当社第３四半期決算短信」といいます。）

に記載された平成 28 年 12 月 31 日現在の当社が所有する自己株式数（377 株）を控除した

株式数（5,669,623 株）に対する割合（小数点以下第三位を四捨五入しております。）をい

い、以下同じとします。 

また、公開買付者は、平成 29 年４月 11 日開催の取締役会において、当社との間で、共同購買・

広告販促・業態開発等についての業務提携、役員派遣、本公開買付けへの協力等を内容とする本

資本業務提携契約を締結することを決議したとのことです。本資本業務提携契約の詳細について

は、下記「Ⅱ．本資本業務提携契約について」をご参照ください。 

本公開買付けに際して、公開買付者は、本応募予定株主との間で、平成 29 年４月 13 日付で、

本応募予定株主が所有する当社株式 3,258,000 株（所有割合：57.46％）のうち 2,976,800 株（所

有割合：52.5％）について本公開買付けに応募する旨の契約（以下「本応募契約」といいます。）

を締結することについての取締役会決議を行い、平成 29 年４月 17 日付で、本応募契約を締結し

たとのことです。本応募契約の詳細については、下記「４．公開買付者と当社の株主との間にお

ける公開買付けへの応募に係る重要な合意に関する事項」をご参照ください。 

本公開買付けにおける買付け等の価格（以下「本公開買付価格」といいます。）は、下記「②本
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公開買付けの目的及び背景並びに本公開買付け後の経営方針」の「（i）本公開買付けの目的及び

背景」に記載のとおり、公開買付者と本応募予定株主の協議により決定した価格です。 

本公開買付けは、買付予定数の下限を、本応募契約に基づく応募予定株式数と同数の 2,976,800

株（所有割合：52.5％）としております。したがって、公開買付者は、本公開買付けに応じて売

付け等がなされた株券等（以下「応募株券等」といいます。）の総数が買付予定数の下限（2,976,800

株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付け等を行わないとのことです。 

また、公開買付者は、当社株式の上場廃止を企図していないとのことですが、本公開買付価格

による売却を希望する本応募予定株主以外の当社の株主の皆様に対しても売却の機会を確保する

ため、買付予定数の上限は定めていないとのことです。したがって、応募株券等の総数が買付予

定数の下限（2,976,800 株）以上の場合は、応募株券等の全部の買付け等を行います。本公開買付

けにより当社株式が上場廃止基準に抵触するおそれが生じた場合には、下記「（4）上場廃止とな

る見込み及びその事由」に記載のとおり、当社株式の上場廃止の回避のために必要な措置を講じ

るよう努めていくとのことです。 

 

② 本公開買付けの目的及び背景並びに本公開買付け後の経営方針 

（i）本公開買付けの目的及び背景 

公開買付者は、平成 15 年の創業以来、公開買付者の企業理念である「愛と平和の下で、世

界に喜ばれる企業を目指す」の実現に向け、飲食業を中心に、不動産事業、美容事業、内装事

業、インバウンド事業、エンタメ事業を展開しているとのことです。主力の飲食業においては、

グループ内に 18 社の飲食運営会社（以下、公開買付者と合わせて「公開買付者グループ」と

いいます。）を有し、分社化制度による経営者意識（起業家マインド）や高いモチベーション

を醸成し、「TBI（Total Business Institute）＝ビジネス学校」として、世界に通用する経営

者を輩出する企業を目指し、首都圏を中心に全国に 148 店舗（平成 28 年 12 月末現在）の飲食

店を展開しているとのことです。 

公開買付者は、店舗運営においては、各店舗のブランド・業態を統一しない個店ブランド方

式を採用し、変化対応型のスピード経営を実現しているとのことです。時代に合わせた業態変

化をスピーディに行うべく、広告マーケティングチーム（個店ブランドのコンセプト作り込み

の企画・広告制作・SEO（検索エンジン最適化）対策等広告媒体対応）を内製化しており、広

告集客を強化すべく SNS の活用にも注力しているとのことです。商圏に合わせた業態開発、メ

ニュー構成、サービス、広告の打ち出し方等を上手く組み合わせて行くことで集客の向上に繋

げているとのことです。 

公開買付者は、出店に関しましては、都市部好立地への同業種の閉店した店舗などの設備類

をそのまま利用して出店する居抜き出店を原則としているとのことですが、物件取得の専門チ

ームの組織化に加え、店舗仲介・内装機能を内製化することにより低コストでの出店が可能な

仕組みを構築しており、出店費用は原則として１年で回収しているとのことです。 

このように、公開買付者は変化の早い飲食業界において、時代の変化に合わせて「高集客・

高利益率・早期投資回収」の店舗モデルを確立しているとのことです。また、こういった戦略

を実現するための組織作りや人材採用、分社化制度等による経営者意識（起業家マインド）や
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高いモチベーションを醸成する仕組み作りを重視し、首都圏を中心に全国に 148 店舗（平成

28 年 12 月末現在）を展開するに至ったとのことです。 

なお、公開買付者は、インテグラル株式会社が無限責任組合員として運営・管理するインテ

グラル１号投資事業有限責任組合、インテグラル株式会社の子会社であるインテグラル・パー

トナーズ株式会社（同社とインテグラル株式会社とを合わせて、以下「インテグラル」といい

ます。）及び同社が無限責任組合員として運営・管理するインテグラル２号 GP 投資事業有限責

任組合が無限責任組合員として運営・管理するインテグラル２号投資事業有限責任組合及びイ

ンテグラル株式会社が投資助言を行う Integral Partners (Cayman) II (A) Limited がジェ

ネラル・パートナーとして運営・管理する Integral FundⅡ（A）L.P.から平成 25 年９月に合

計 53.49％の資本参加を受けており、現在、インテグラルから取締役３名の派遣を受けている

とのことです。 

 

一方、当社は、昭和 58 年３月に本応募予定株主により設立され、平成 19 年４月に株式会社

ジャスダック証券取引所 JASDAQ 市場に株式上場し、その後各証券取引所の統合に伴い、平成

25 年７月から東京証券取引所 JASDAQ スタンダード市場に株式を上場しております。当社は、

「総合飲食企業として、働く者が誇りの持てる企業を目指す」という創業の精神に則り、「そ

れでお客様は満足か！」をスローガンに掲げ、一人でも多くの笑顔が実現できるよう日々追求

しております。 

当社は、昭和 58 年の創業以来「居酒屋 村さ来」のフランチャイジーとして、良質の商品

を安定価格で供給できるチェーンストアを運営し、フランチャイズ本部との長年にわたるパー

トナーシップから習得したノウハウを活かし、自社商号の飲食店の開発についても積極的に取

り組み、立地・商圏人口・客単価・アルコール比率・男女比率・年齢層等のターゲット別に店

舗を構築し、業態数を最適にバランスさせることによりリスク分散を図りながら総合飲食企業

を目指した多店舗展開に取り組んでおります。現在、主力店舗である「隠れ菴 忍家」を中心

とするダイニングレストラン業態（忍家、もんどころ、常陸の國の喰いどころ、益益、味斗）

をはじめ、しゃぶしゃぶとお寿司が食べ放題の「巴」、幅広い食事需要に対応する和食業態「み

んなの和食村」、低価格化への対策業態とする串焼・串カツ・餃子食べ放題の「串三昧」、肉・

魚・野菜の串揚げ「串市場」、２店舗複合の業態「益益・串三昧」を開発し、幅広い顧客層に

対応可能な店づくりを進めております。 

 

当社は、財務バランスを重視した健全経営と持続的な成長を成長戦略の基本方針とし、また、

人材力と商品力での差別化戦略を基本方針として進めて参りました。しかし、現在、飲食業界

は、全般的に人材不足の問題が根強く残り、経営環境は依然として厳しい状況にあります。ま

た、社会全般的に酒類消費の減退傾向を強める状況の下、ファストフードやファミリーレスト

ラン業態による酒類販売強化や業界内の低価格化の進行により、業態の垣根を越えた競争が激

化しており、比較的高価格の居酒屋を展開している当社は、デフレ化の影響も相まって、収益

の低下により、存続の難しい業態が発生する等の多くの問題を内包しており、平成 28 年３月

期に 428,114 千円、平成 29 年３月期は第３四半期現在、293,833 千円の減損損失を計上する
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結果となりました。 

そのような状況を改善するため、当社は、当事業年度においては新規出店を一時的に停止

し、既存店舗の業況改善を図るため、店舗運営力の強化及び老朽化した店舗の改装及び業態

変更、不振店舗の閉鎖を進め業況の改善を進めて参りましたが、首都圏地域における販売促

進ノウハウの不足や従業員に対するモチベーション対策の遅れなど課題を残しております。 

このような現状から脱却し、早期にそれまでの成長基調に戻すためには、既存事業の強化

に加え、他社との提携による大きなビジネスモデルの転換が有効な経営戦略の一つと判断し、

当社の代表取締役会長であり支配株主の本応募予定株主と協議を行った結果、平成28年３月

頃、本応募予定株主が所有する当社株式を活用した他社との戦略的な資本提携による成長拡

大を目指す方針を決定しました。 

当社は、平成 28 年６月上旬、上記当社株式を活用した他社との戦略的な資本提携に関する

入札手続の過程において、当社のフィナンシャル・アドバイザーである株式会社三菱東京 UFJ

銀行（以下「三菱東京 UFJ 銀行」といいます。）を通じて、インテグラルを含む数社に対し、

当社株式の取得に関する打診をしました。インテグラルによれば、過去の投資実績や経験から、

当社が創業以来培ってきたノウハウや人材を軸に、インテグラルが第三者的な見地から当社に

必要な資源を補完し、支援することにより、当社の中長期的な企業価値を更に向上させること

が可能であると考え、平成 28 年７月 22 日に、当該入札手続に応札したとのことですが、その

際はインテグラルとの間ではそれ以上の協議・交渉には発展しませんでした。もっとも、その

後、平成 28 年 12 月 12 日に、三菱東京 UFJ 銀行を通じて、再度、インテグラルに対して、当

社株式の取得に関する打診をし、インテグラルより、平成 28 年 12 月 19 日に、三菱東京 UFJ

銀行に対して、本応募予定株主が所有する当社株式の一部の取得を検討する旨の意向表明書が

提出されました。同社は、その後、平成 28 年 12 月 27 日付で、本応募予定株主及び当社との

間で覚書を締結し、独占交渉権を得て、平成 29 年１月上旬から平成 29 年２月下旬までの間、

当社から提出された当社の事業・財務・法務等に関する資料の精査及び当社の経営陣との面談

等のデュー・ディリジェンスを実施したとのことです。インテグラルによれば、同社は、当社

株式の取得についての分析、検討を進めていく中で、当社が中長期的に成長し、持続的な企業

価値向上を達成するためには、インテグラルが管理・運用するファンドが当社株式を取得する

よりも、当該ファンドの投資先である公開買付者において当社株式を取得し、公開買付者の有

するノウハウや人材、国内のネットワークといった経営リソースやインフラを最大限に活用す

ることが最も有効な手段であると考えるに至り、平成 29 年 1 月下旬に、公開買付者に対して

その旨の打診を行ったとのことです。 

公開買付者によれば、インテグラルから、当社株式の取得についての打診を受け、同社が実

施していたデュー・ディリジェンスに参加して検討を進めた結果、公開買付者が当社株式を取

得し、当社を連結子会社化することにより、以下の点でシナジーが得られるものと考えるに至

ったとのことです。 

i. 公開買付者は首都圏を中心に展開しており、地方店舗網の拡大に注力していること

に対して、当社は地方店舗網に強みを有し、展開エリアに相互補完関係があること 

ii. 当社を連結子会社化することにより公開買付者グループ全体の事業規模が拡大し、



 

6 
 

取引先への価格交渉力が増すことでコストの削減が期待できること 

 

公開買付者は、平成 29 年２月下旬に当社に対して、本応募予定株主が所有する当社株式を

公開買付者が取得することを提案し、本応募予定株主との間で、本公開買付けを実施した場合

における買付け等の価格を含む諸条件について協議を行っており、平成 29 年２月 28 日に、イ

ンテグラルと連名で、当社に対して、本応募予定株主が所有する当社株式の一部又は全部を取

得すること及び本公開買付けを実施した場合における買付け等の価格を含む諸条件について

の最終意向表明書を提出しました。その後の公開買付者、インテグラル、本応募予定株主及び

当社の間の協議の結果、公開買付者が当社株式を買い取り、当社を公開買付者の連結子会社と

することで、両者間で強固なパートナー関係を構築することができ、両者の企業価値の最大化

に資するという認識で一致しております。そして、このような過程を経て、公開買付者と当社

は、本日付で本資本業務提携契約を締結いたしました。本資本業務提携契約の詳細については、

下記「Ⅱ．本資本業務提携契約について」をご参照ください。 

また、公開買付者によれば、当社が公表している財務情報等の資料、当社に対して実施した

デュー・ディリジェンスの結果、当社株式の市場における株価の動向並びに最終意向表明書提

出後に行った本応募予定株主との間の本公開買付けの買付け等の価格を含む諸条件について

の交渉結果等を勘案した上、最終的に、平成 29 年４月 11 日開催の取締役会で、本公開買付価

格を 430 円とする本公開買付けを実施することを決定したとのことです。なお、公開買付者に

よれば、本応募予定株主より本公開買付け後も当社株式の一部について継続して保有する旨の

希望があったことから、本日付で、本応募予定株主との間で、本応募予定株主が所有する当社

株式 3,258,000 株（所有割合：57.46％）のうち 2,976,800 株（所有割合：52.50％）について

本公開買付けに応募する旨の本応募契約を締結したとのことです。本応募契約の詳細について

は、下記「４．公開買付者と当社の株主との間における公開買付けへの応募に係る重要な合意

に関する事項」をご参照ください。 

 

（ii）本公開買付け後の経営方針 

公開買付者によれば、本公開買付け成立後、当社が今後も持続的な発展により企業価値を向

上させていくためには、当社の独自の企業文化、経営の自主性を維持することが重要であると

認識しており、当社株式の上場を維持し、また、現状の当社の上場会社としての自主的な経営

を尊重しつつ、両者の連携を深め、企業価値の向上に関する具体的な取り組みに向け、今後当

社と協議・検討を行うことを予定しているとのことです。現時点で公開買付者が検討している

当社への支援及び公開買付者における当社の企業価値の向上に関する具体的な取り組みの内

容は、以下のとおりとのことです。 

i. 当社で進めている業績不振店舗の業態転換を、公開買付者の豊富な人的ネットワー

クと確立されたマーケティング手法により支援 

ii. 当社において今後強化分野としている広告・店舗販促に関する、公開買付者の組織

体制、実績、ノウハウを用いた支援 

iii. 公開買付者の店舗関連費用の削減のノウハウの共有や、清掃関連費を共通化するこ
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とによる経費共通化、本社・店舗経費の削減等のコストシナジーの追求 

iv. 公開買付者による当社の連結子会社化によるスケールメリットを生かした共同購買

や購買ノウハウの共有による原価削減 

 

公開買付者によれば、当社の企業価値向上のための施策について、当社の良きパートナーと

して、当社の現経営陣と密に議論を重ね、現場の社員と共に実行に移していきたいと考えてい

るとのことです。なお、公開買付者は、当社と協議しつつ、これらのシナジー創出に向けた対

応の準備を、公開買付けの開始後から、いち早く実施していきたいと考えているとのことです。 

また、公開買付者は、本公開買付け後の当社の経営体制については、現時点では、引き続き

当社の役員及び従業員を中心とした業務執行を継続するよう要請する方針であり、当社の役員

及び従業員が本公開買付け後も当面の間は引き続き職務を執行することを予定しているとの

ことです。もっとも、現任取締役の本応募予定株主及び根本輝昌氏並びに現任監査役の田所弘

章氏は平成 29 年６月開催予定の当社の定時株主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）

の終結をもって退任することを予定しております。また、公開買付者によれば、本公開買付け

後は、経営人材を役員として派遣して当社のサポートを行うため、本定時株主総会において、

退任されることを予定している本応募予定株主及び根本輝昌氏を除く現任取締役５名に加え、

公開買付者の希望する水谷謙作氏（公開買付者社外取締役）、片倉康就氏（公開買付者取締役

戦略企画室長）、後藤浩之氏（公開買付者執行役員副社長）、吉原弘氏（CORE 合同会社代表社

員 飲食コンサルタント）の合計４名（水谷謙作氏は代表取締役会長に選定予定）を取締役と

して選任する議案を上程するよう当社に要請する予定とのことです。なお、上記のとおり、現

時点において、本公開買付け成立後に、当社の取締役会の過半数となる取締役を派遣する予定

はないとのことです。その他当社の経営体制、経営方針等については、公開買付者と協議・検

討を行い、適切な方法を選択することを予定しております。 

 

③ 当社における意思決定に至る過程 

当社取締役会は、公開買付者からの本公開買付けの提案を受け、当社の企業価値の向上に関す

る検討、公開買付者の意向、当社のリーガル・アドバイザーであるアンダーソン・毛利・友常法

律事務所から受けた法的助言、下記「(5) 公正性を担保するための措置及び利益相反を回避する

ための措置」の「①当社における利害関係を有しない者からの意見の入手」に記載の鈴木健太郎

氏及び楢崎博樹氏から取得した意見等を踏まえ慎重に協議・検討し、（a）公開買付者が当社の筆

頭株主となることで、販促活動にかかる公開買付者のノウハウを活用することによる集客力の強

化、当社及び公開買付者の双方の業態を活用することによる顧客基盤の拡大等が可能となり、当

社の企業価値の向上に資することが期待されること、（b）当社株式に対する本公開買付価格が本

応募予定株主との間で交渉によって決定されたものであり、本公開買付けは公開買付者による本

応募予定株主が所有する当社株式の取得を企図したものであること、一方で、（c）下記「（4） 上

場廃止となる見込み及びその事由」に記載のとおり、本公開買付けにおける結果次第では、当社

株式は上場廃止基準に抵触するおそれがあるものの、公開買付者によれば、本公開買付けにより

当社株式の上場廃止は企図しておらず、本公開買付けの結果、当社株式が上場廃止基準に抵触す
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るおそれが生じた場合には、立会外分売や売出し等の当社株式の上場を維持するための対策につ

いて当社と誠実に協議し、当社の協力のもと、当社株式の上場廃止の回避のために必要な措置を

講じるよう努めていく予定であること、その他、本公開買付けにおける買付け等の期間（以下「公

開買付期間」といいます。）を含む本公開買付けの諸条件に不合理な点は認められないこと等を

総合的に勘案した結果、本日開催の当社取締役会において、本公開買付けに賛同の意見を表明す

ることを決議しました。 

一方で、本公開買付価格に関しては、本公開買付価格が、最終的には公開買付者と本応募予定

株主との協議・交渉の結果等を踏まえ決定されたものであるため、当社は第三者算定機関に株式

価値の算定を依頼しておらず、本公開買付価格が当社の企業価値を適正に反映したものであるか

否かについて当社が独自に検証を行っていないこと、及び本公開買付け成立後も当社株式の上場

が維持される方針であるため、当社の株主の皆様としては本公開買付け成立後も当社株式を所有

するという選択肢をとることも十分な合理性が認められることに鑑み、本公開買付価格の妥当性

については意見を留保し、本公開買付けに応募するか否かについては、当社の株主の皆様のご判

断に委ねることを決議しました。 

なお、上記の当社取締役会には、代表取締役会長である堀井克美氏を除く取締役６名（うち社

外取締役１名）の全員が出席し、その全員一致により当該決議を行いました。当社取締役のうち

代表取締役会長である堀井克美氏は、公開買付者との間で本応募契約を締結していることから、

利益相反の疑いを回避するため、本公開買付けに関する審議及び決議には一切参加しておらず、

当社の立場において公開買付者との協議・交渉には参加しておりません。 

また、当社の監査役３名（うち社外監査役２名）の全員が上記の当社取締役会に出席し、出席

監査役３名全員が上記決議について異議はない旨の意見を述べております。 

 

(3) 算定に関する事項 

当社は、本公開買付けに当たり、第三者算定機関から算定書及び本公開買付価格の公正性に関

する意見（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。 

 

(4) 上場廃止となる見込み及びその事由 

当社株式は、本日現在、東京証券取引所 JASDAQ スタンダード市場に上場されております。本公

開買付けは、当社株式の上場廃止を企図するものではないとのことですが、本公開買付けにおい

て買付予定数の上限を設定していないため、本公開買付けの結果次第では、当社株式は東京証券

取引所がその有価証券上場規程において規定する以下の上場廃止基準に抵触し、所定の手続を経

て上場廃止となる可能性があります。 

①上場会社の事業年度の末日における株主数（１単位以上の株式を所有する株主の数をいいます。）

が 150 人未満である場合において、１年以内に 150 人以上とならないとき 

② 上場会社の事業年度の末日における流通株式の数（当該上場会社の役員、当該上場会社及び当

該上場会社の 10％以上の株式を所有する者以外の株主が所有する株式の数をいいます。以下同

じとします。）が 500 単位未満である場合において、１年以内に 500 単位以上とならないとき 

③ 上場会社の事業年度の末日における流通株式の時価総額（事業年度の末日における売買立会に
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おける最終価格に、事業年度の末日における流通株式の数を乗じて得た額をいいます。）が 2.5

億円未満である場合において、１年以内に 2.5 億円以上とならないとき 

公開買付者によれば、当社株式が上場廃止基準に抵触するおそれが生じた場合の具体的な対応

や諸条件について、現時点において決定している事項はないとのことですが、本公開買付けの結

果、当社株式が上場廃止基準に抵触するおそれが生じた場合には、立会外分売や売出し等の当社

株式の上場を維持するための対策について当社と誠実に協議し、当社の協力のもと、当社株式の

上場廃止の回避のために必要な措置を講じるよう努めていく予定であるとのことです。 

 

(5) 公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置 

当社は、支配株主である本応募予定株主が公開買付者との間で本応募契約を締結していること

から、当社の少数株主と利害が一致しない構造的な可能性があることを踏まえ、本公開買付けに

係る審議に慎重を期し、本公開買付価格の公正性を担保するために、以下の措置を講じておりま

す。 

 

①  当社における利害関係を有しない者からの意見の入手 

本公開買付けは、当社の支配株主である本応募予定株主が所有する当社株式 3,258,000 株（所

有割合：57.46％）のうち 2,976,800 株（所有割合：52.5％）の取得を前提として実施されるもの

であり、当社取締役会による本公開買付けに係る意見表明は、東京証券取引所の企業行動規範に

定める「支配株主との重要な取引等」に該当するため、当社は、本公開買付けについての当社の

意見表明における恣意性を排除し、当社の意思決定過程の公正性、透明性及び客観性を確保する

べく、公開買付者及び本応募予定株主と利害関係を有しない者として、外部の有識者である鈴木

健太郎氏（柴田・鈴木・中田法律事務所 弁護士）及び楢崎博樹氏（CFO マネジメント株式会社 公

認会計士・税理士）に対し、本公開買付けが当社の少数株主にとって不利益なものではないかを

諮問し、この点についての意見を当社に提出することを委嘱しました。 

鈴木健太郎氏及び楢崎博樹氏は、本公開買付け並びに本資本業務提携契約及び同契約に基づく

資本業務提携（これら一連の取引を総称して、以下「本取引」といいます。）の意義に関する当社

の説明を受け、当社における本取引の意義、本公開買付価格及び本公開買付けのその他の諸条件

の当社の株主にとっての妥当性、本取引に関する意思決定過程の手続の公正性について協議及び

検討を行いました。 

その結果、鈴木健太郎氏及び楢崎博樹氏は、（A）(i)期待されるシナジーとして、地域的補完

性、スケールメリット、独自ノウハウ等の共有が示されており、合理性を疑わせる事情は特に認

められず、また、当社から公開買付者に対して申し入れられた事項は、当事者間の交渉・協議を

経て、本資本業務提携契約に盛り込まれていること等から、本取引の目的及び意義に係る当社及

び公開買付者の説明は総じて説得的であり、いずれも不合理な点は認められないことに加え、(ⅱ)

一般株主は企業価値の向上に参加できる可能性があるという意味において本公開買付け後に上場

維持が予定されている点は評価できること、(ⅲ) 本応募予定株主による株式保有の継続は、本応

募予定株主に当社の株主利益の最大化のために行動する規律が働くことが期待でき、一般株主と

の構造的利益相反関係を軽減する効果があるとの評価も可能であり、当社の企業価値向上の観点
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からは好ましいといえること、(ⅳ) ディスカウント TOB を実施すること自体に問題はなく強制公

開買付制度の下で本取引の目的を達成するにはディスカウント TOB となることもやむを得ないと

考えられることに加え、一般株主は上場が維持されることにより将来企業価値増大に与る可能性

があり、本公開買付けが直ちに一般株主の不利益となるものではないと考えられること等から、

本公開買付けの目的は合理性を有しており、当社の企業価値向上に資するとの評価が可能と考え

られること、（B） (i)当社は本取引に関連してフィナンシャル・アドバイザーとして三菱東京 UFJ

銀行を起用した上で、入札手続を実施していること、(ⅱ)独立した法律顧問としてアンダーソン・

毛利・友常法律事務所を選任し、同事務所から、本取引に関する意思決定過程、意思決定方法そ

の他本取引に関する意思決定にあたっての留意点について日本法の観点から法的助言を得ている

こと、(ⅲ) 本応募予定株主が本取引に関連して独立した法律顧問を独自に起用し、本取引に関す

る留意点について日本法の観点から法的助言を得ていること、(ⅳ) 本応募予定株主並びにインテ

グラル及び公開買付者の間で行われた本応募契約に係る交渉・協議には当社は参加しておらず、

また、当社及び公開買付者で行われた資本業務提携に係る交渉・協議に本応募予定株主は参加し

ておらず、公正性維持の観点から問題を疑わせる事情は特に見当たらないこと、(ⅴ) 本応募予定

株主は、当社における本公開買付けに関する審議及び決議には一切参加しておらず、また、資本

業務提携に関する当社と公開買付者の協議・交渉には一切参加しておらず、公正性維持の観点か

ら問題を疑わせる事情は見当たらないことから、本公開買付けにおいて公正な手続を通じた株主

の利益への十分な配慮がなされているとの評価が可能と考えられること、（C）上記のとおり本公

開買付けの手続は公正であり、本公開買付価格もそのような公正な手続を経て決定されたものと

評価できると考えられること、（D）上記(A)ないし(C)のほか、本公開買付けが当社の少数株主に

とって不利益となるような事情は特に見当たらないことから、本公開買付けは当社の少数株主に

とって不利益なものではないと判断する旨の意見書を平成 29 年４月 14 日に当社に対して提出し

ました。 
なお、鈴木健太郎氏及び楢崎博樹氏は、上記意見書において、本公開買付価格は本応募予定株

主と公開買付者の間の交渉・協議によって決定されたものであり、当社において第三者算定機関

から株価算定書及びフェアネスオピニオンを取得しておらず今後も取得する予定はないこと、デ

ィスカウント TOB という特性上、本公開買付けに本応募予定株主以外の株主が応募することは期

待されておらず実際に応募する可能性は低く、本公開買付価格の公正性が一般株主との関係で問

題となる可能性も低いこと等を総合的に勘案すると、当社が本公開買付価格の妥当性について意

見を留保し、本公開買付けに応募するか否かを株主の判断に委ねることを決定した点については、

必ずしも不合理とは言えない旨併せて意見を述べております。 

 

② 当社における独立した法律事務所からの助言 

当社は、本公開買付けの検討に際して、意思決定過程における公正性・適正性を確保するため、

当社、公開買付者及び本応募予定株主から独立したリーガル・アドバイザーとしてアンダーソン・

毛利・友常法律事務所を選任し、その法的助言を踏まえて、本公開買付けに関して慎重に検討し

ております。なお、同法律事務所は当社、公開買付者及び本応募予定株主の関連当事者には該当

せず、本公開買付けに関して、重要な利害関係を有しておりません。 
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③ 当社における利害関係を有しない取締役全員の承認及び監査役全員の異議がない旨の意見 

当社取締役会は、公開買付者からの本公開買付けの提案を受け、当社の企業価値の向上に関す

る検討、公開買付者の意向、当社のリーガル・アドバイザーであるアンダーソン・毛利・友常法

律事務所から受けた法的助言、上記「①当社における利害関係を有しない者からの意見の入手」

に記載の鈴木健太郎氏及び楢崎博樹氏から取得した意見等を踏まえ慎重に協議・検討し、（a）公

開買付者が当社の筆頭株主となることで、販促活動にかかる公開買付者のノウハウを活用するこ

とによる集客力の強化、当社及び公開買付者の双方の業態を活用することによる顧客基盤の拡大

等が可能となり、当社の企業価値の向上に資することが期待されること、（b）当社株式に対する

本公開買付価格が応募予定株主との間で交渉によって決定されたものであり、本公開買付けは公

開買付者による応募予定株主が所有する当社株式の取得を企図したものであること、一方で、（c）

上記「（4） 上場廃止となる見込み及びその事由」に記載のとおり、本公開買付けにおける結果次

第では、当社株式は上場廃止基準に抵触するおそれがあるものの、公開買付者によれば、本公開

買付けにより当社株式の上場廃止は企図しておらず、本公開買付けの結果、当社株式が上場廃止

基準に抵触するおそれが生じた場合には、立会外分売や売出し等の当社株式の上場を維持するた

めの対策について当社と誠実に協議し、当社の協力のもと、当社株式の上場廃止の回避のために

必要な措置を講じるよう努めていく予定であること、その他、公開買付期間を含む本公開買付け

の諸条件に不合理な点は認められないこと等を総合的に勘案した結果、本日開催の当社取締役会

において、本公開買付けに賛同の意見を表明することを決議しました。 

一方で、本公開買付価格に関しては、本公開買付価格が、最終的には公開買付者と本応募予定

株主との協議・交渉の結果等を踏まえ決定されたものであるため、当社は第三者算定機関に株式

価値の算定を依頼しておらず、本公開買付価格が当社の企業価値を適正に反映したものであるか

否かについて当社が独自に検証を行っていないこと、及び本公開買付け成立後も当社株式の上場

が維持される方針であるため、当社の株主の皆様としては本公開買付け成立後も当社株式を所有

するという選択肢をとることも十分な合理性が認められることに鑑み、本公開買付価格の妥当性

については意見を留保し、本公開買付けに応募するか否かについては、当社の株主の皆様のご判

断に委ねることを決議しました。 

なお、上記の当社取締役会には、代表取締役会長である堀井克美氏を除く取締役６名（うち社

外取締役１名）の全員が出席し、その全員一致により当該決議を行いました。当社取締役のうち

代表取締役会長である堀井克美氏は、公開買付者との間で本応募契約を締結していることから、

利益相反の疑いを回避するため、本公開買付けに関する審議及び決議には一切参加しておらず、

当社の立場において公開買付者との協議・交渉には参加しておりません。 

また、当社の監査役３名（うち社外監査役２名）の全員が上記の当社取締役会に出席し、出席

監査役３名全員が上記決議について異議はない旨の意見を述べております。 

 

４. 公開買付者と当社の株主との間における公開買付けへの応募に係る重要な合意に関する事項 

公開買付者によれば、本応募予定株主との間で、本日付で、本応募予定株主が所有する当社株式

3,258,000 株（所有割合：57.46％）のうち 2,976,800 株（所有割合：52.5％）について本応募契約を
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締結しているとのことです。 

本応募契約において、本応募予定株主の応募の前提条件として、(a)本応募契約締結日及び本公開

買付けの決済の開始日において本応募契約上の公開買付者の表明及び保証が重要な点において真実

かつ正確であること（注１）、(b)公開買付者について、本公開買付けの開始日までに本応募契約に

基づき履行又は遵守すべき義務が、重要な点において全て履行又は遵守されていること（注２）が定

められているとのことです。但し、上記前提条件が充足されない場合においても、本応募予定株主が

自らその全部又は一部を放棄し、その判断にて応募することを妨げるものではないとのことです。 

また、本応募予定株主は、本公開買付けが成立した場合、本応募契約締結後に開催される当社の株

主総会について、本応募予定株主が応募予定株式に係る議決権を有するときは、本公開買付者の指示

に従い、(ⅰ)当該議決権を公開買付者の指示に従って行使するか、又は(ⅱ)公開買付者又は公開買付

者の指定する者に対し、当該議決権に係る委任状その他一切の必要書類を交付するかの、いずれかの

対応を行うことを誓約しているとのことです。 

（注１） 本応募契約において、公開買付者は、（１）設立及び存続、（２）本応募契約の締結及び

履行に必要な権限、強制履行可能性及び法令等への抵触の不存在、（３）必要な許認可

等の取得、（４）反社会的勢力等との関係の不存在等を表明及び保証しているとのこと

です。 
（注２） 公開買付者は、本応募契約において、本公開買付けを実施する義務のほか、秘密保持義

務、第三者への権利譲渡を行わない義務を負っているとのことです。 

なお、公開買付者によれば、本応募予定株主が所有する当社株式 3,258,000 株（所有割合：57.46％）

のうち応募予定株式 2,976,800 株（所有割合：52.5％）を差引いた当社株式 281,200 株（所有割合：

4.96％）については、本応募予定株主との間で何ら合意をしていないとのことです。また、本応募予

定株主は、当社株式 281,200 株（所有割合：4.96％）については継続して所有する意向であるとのこ

とです。 

 

５. 公開買付者又はその特別関係者による利益供与の内容 

該当事項はありません。 

 

６. 会社の支配に関する基本方針に係る対応方針 

該当事項はありません。 

 

７. 公開買付者に対する質問 

該当事項はありません。 

 

８. 公開買付期間の延長請求 

該当事項はありません。 

 

９. 今後の見通し 

 本公開買付け後の方針等については、上記「３．当該公開買付けに関する意見の内容、根拠及
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び理由」の「（2）意見の根拠及び理由」の「②本公開買付けの目的及び背景並びに本公開買付け

後の経営方針」及び同「（4）上場廃止となる見込み及びその事由」をご参照ください。 

 

１０．支配株主との取引等に関する事項 

（1）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況 

本公開買付けに係る当社の意見表明は、第三者である公開買付者が、当社の支配株主である、

本応募予定株主からの当社株式の取得を前提として行う公開買付けに対する意見表明に係るもの

であり、東京証券取引所の企業行動規範に定める「支配株主との重要な取引等」に該当します。 

当社は、平成 28 年６月 28 日付当社コーポレート・ガバナンス報告書内の「支配株主との取引

等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」で、「一般の取引と同様な適切な取引を

基本として、取引の内容及び条件の妥当性を取締役会において審議のうえ、取引の可否を決定い

たします。さらに、監査役が該当する取引を当社ならびに当社株主の不利益とならないよう監視

いたします。」と記載しております。 

本公開買付けについては、下記「（2）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するた

めの措置に関する事項」及び「（3）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに

関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要」記載の措置を講じた上で、上記

「３．当該公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由」の「(2) 意見の根拠及び理由」の「③

当社における意思決定に至る過程」記載のとおり取引の可否を決定しており、かかる対応は上記

指針に適合しているものと考えます。 

 

（2）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項 

上記「３．当該公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由」の「（5）公正性を担保するた

めの措置及び利益相反を回避するための措置」をご参照ください。 

 

（3）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない

者から入手した意見の概要 

当社取締役会による本公開買付けに係る意見表明が、東京証券取引所の企業行動規範に定める

「支配株主との重要な取引等」に該当することから、当社は、上記「３．当該公開買付けに関す

る意見の内容、根拠及び理由」の「（5）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するた

めの措置」の「①当社における利害関係を有しない者からの意見の入手」に記載のとおり、公開

買付者及び本応募予定株主と利害関係を有しない者として、鈴木健太郎氏及び楢崎博樹氏に対し、

本公開買付けが当社の少数株主にとって不利益なものではないかを諮問し、両氏から、本公開買

付けが当社の少数株主にとって不利益なものではないと判断する旨の意見を、平成 29 年４月 14

日付で入手しております。意見の概要は、上記「３．当該公開買付けに関する意見の内容、根拠

及び理由」の「（5）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置」の「①当

社における利害関係を有しない者からの意見の入手」をご参照ください。 

 

以上 
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Ⅱ．本資本業務提携契約について 

 当社は、公開買付者との間で、本日付で本資本業務提携契約を締結しております。本資本業務提携

契約に基づく合意の詳細は、以下のとおりです。 

 

１． 提携の理由 

 上記「Ⅰ．本公開買付けに関する意見表明について」の「３．当該公開買付けに関する意見の内容、

根拠及び理由」の「（2） 意見の根拠及び理由」をご参照ください。 

 

２．提携の内容等 

 本資本業務提携契約の内容は、以下のとおりです。 

（１）目的 

 公開買付者及び当社は、本公開買付けを通じて、公開買付者が当社を連結子会社とするこ

とにより、公開買付者及び当社の間における資本提携を行い、安定的な資本関係を構築する

こと、及び、資本提携を基礎として、下記（２）記載の業務提携（以下「本業務提携」とい

う。）の実現に向けた協議、検討を行い、もって公開買付者及び当社の企業価値の向上を実現

することを目的として、本資本業務提携契約を締結する。 

（２）業務提携 

 公開買付者及び当社は、公開買付者及び当社の企業価値の向上を図るため、本業務提携と

して、概要、以下の内容の提携について協議・検討する。 

（ア） 当社と公開買付者及びその子会社との協業 

（イ） 公開買付者及び当社の企業価値の向上に資する購買体制の構築及び取引先等の共通

化に伴う経費の削減 

（ウ） 大手グルメサイトを活用した広告販促 

（エ） 上記（ウ）の広告販促のデータベース及びノウハウの活用による SNS やキューレー

ションサイトによる広告販促 

（オ） 相互のネットワークを活用した業態開発や FC 展開及び店舗物件に関する協力 

（カ） 通常の飲食店以外の取組み（催事場での出店や旅行会社等との提携等）による当社

の売上構造の多様化 

（３）基本的方針 

（ア） 公開買付者は、本公開買付けの成立後、当社及びその子会社（総称して、以下「当

社グループ」という。）の事業、取引関係、ブランド及び経営の自主性・独立性を尊

重する。 

（イ） 当社グループは、公開買付者と当社グループ間のシナジーの実現又は当社グループ

の企業価値の向上に資する措置・対応について、公開買付者と誠実に協議の上、こ

れを実施する。 

（ウ） 公開買付者及び当社は、当社が本公開買付けの完了後も上場を維持する方針である

ことについて了解し、当社の企業価値の向上を目的として、当社の今後の経営方針

について誠実に協議する。公開買付者と当社は、本公開買付けの成立後、当社の上
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場維持のために必要な協力を行う。 

（４）本公開買付けへの協力 

（ア） 当社は、本公開買付けに賛同し、本公開買付けに応募するか否かについては当社の

株主の判断に委ねる旨の取締役会決議（以下「本賛同決議」という。）の内容を公表

するものとする。但し、本賛同決議の撤回等を行わないことが当社の取締役の善管

注意義務に違反するおそれがあると当社が合理的に判断する場合は、この限りでは

ない。 

（イ） 当社は、令第 14 条第１項第４号の「許可等」の公開買付者による取得、その他本公

開買付けの円滑な遂行に資する公開買付者の行為に合理的な範囲で協力する。 

（ウ） 当社は、本公開買付けの決済の開始までに、当社において、インサイダー取引規制

の対象となる未公表の重要事実（法第 166 条第２項に定める重要事実を意味する。）

が存在し又は新たに発生した場合は、事前に公開買付者と協議の上で、当該事実を

令第 30 条第１項第２号に定める方法により公表する。 

（５）役員派遣 

（ア） 公開買付者は、本公開買付けの成立後、当社の代表取締役会長１名及び取締役３名

の候補者を指名することを企図していることを確認する。 

（イ） 当社は、本定時株主総会に係る株主総会招集通知をその株主に対して発送する時点

において、本公開買付けが成立しているか又は本公開買付けの成立が合理的に見込

まれる場合には、本定時株主総会において、上記（ア）に従い公開買付者が指名す

る者を取締役候補者とする取締役選任議案を上程するものとする。当社は、本定時

株主総会において、上記（ア）に従い公開買付者が指名する者を取締役候補者とす

る取締役選任議案を上程しなかった場合において、本公開買付けが成立したときは、

公開買付者による指定に従い本定時株主総会後において臨時株主総会を開催し、上

記（ア）に従い公開買付者が指名する者を取締役候補者とする取締役選任議案を上

程するものとする。 

（ウ） 当社は、公開買付者が指名する者が取締役に選任された場合、その中から１名を代

表取締役会長に選定する措置を速やかに講ずる。 

（６）役職員の継続雇用 

（ア） 当社及び公開買付者は、当社が、当面の間、本公開買付けの成立時点において当社

グループに在籍する従業員の雇用を継続し、同時点での労働条件を不利益に変更し

ない方針であることを確認する。 

（イ） 当社及び公開買付者は、当社が、当面の間、本公開買付けの成立時点の当社グルー

プの取締役及び監査役（但し、退任予定の応募予定株主、根本輝昌氏及び田所弘章

氏を除く。）につき、当社グループの取締役及び監査役として留任させ、報酬等の条

件の不利益変更を行わず、当社の現在の経営体制の維持を基本とする方針であるこ

とを確認する。 

 

３．相手方に新たに取得される株式の数及び発行済株式数に対する割合 
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 上記「Ⅰ．本公開買付けに関する意見表明について」の「３．当該公開買付けに関する意見の内容、

根拠及び理由」の「（2）意見の根拠及び理由」の「①本公開買付けの概要」をご参照ください。 

 

４．提携の相手先の概要 

(1) 名 称 株式会社 TBI ホールディングス 

(2) 所 在 地 東京都新宿区新宿二丁目 16 番６号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役会長 ヴァッタ・ヴァバン 

(4) 事 業 内 容 
飲食業、インバウンド事業、エンタメ事業、不動産事業、内装事業、美

容事業、映像 WEB 制作事業等 

(5) 資 本 金 1,550 百万円 

(6) 設 立 年 月 日 平成 25 年 1 月 22 日 

(7) 

大株主及び持株比率 

（平成 29 年４月 17 日

現在） 

ヴァッタ・ヴァバン 46.51％

インテグラル 1 号 投資事業有限責任組合 25.88％

インテグラル 2 号 投資事業有限責任組合 24.86％

Integral FundⅡ（A）L.P. 2.75％

(8) 当社と当該会社の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事

者への該

当 状 況

該当事項はありません。 

(9) 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成 26 年 3 月期 平成 27 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

連結純資産 6,975,389 千円 6,167,883 千円 6,098,306 千円

連結総資産 12,613,447 千円 11,849,777 千円 11,333,397 千円

1 株あたり連結純資産 ―円―銭 106 円 42 銭 105 円 22 銭

連結売上高 7,043,663 千円 15,840,835 千円 17,460,346 千円

連結営業利益 694,597 千円 1,069,988 千円 515,389 千円

連結経常利益 660,311 千円 1,040,949 千円 529,311 千円

親会社株主に帰属する当

期純利益 
220,541 千円 551,750 千円 △68,437 千円

1 株当たり連結当期純利

益 
―円―銭 9 円 51 銭 △1 円 18 銭

1 株当たり配当金 ― 円 ― 円 ― 円

 ※平成 26 年 3 月期については、連結指標等がないため、当該会社（3 ヶ月の変則決算）とその子会

社（7 ヶ月の変則決算）の指標を単純合算した値を記載しております。 

 

５．提携の日程 
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取締役会決議 平成 29 年 4 月 17 日 

本資本業務提携契約締結日 平成 29 年 4 月 17 日 

本公開買付けの開始 平成 29 年 4 月 18 日（予定） 

本公開買付けの終了 平成 29 年 5 月 22 日（予定） 

本公開買付けに係る決済の開始日 平成 29 年 5 月 29 日（予定） 

 

６．今後の見通し 

（1）本資本業務提携後の方針 

 上記「Ⅰ．本公開買付けに関する意見表明について」の「３．当該公開買付けに関する意見の内容、

根拠及び理由」の「（2）意見の根拠及び理由」の「②本公開買付けの目的及び背景並びに本公開買付

け後の経営方針」及び同「（4）上場廃止となる見込み及びその事由」をご参照ください。 

 

（2）今後の業績の見通し 

 本資本業務提携契約の締結が当社の業績に与える影響については、公表すべき事項が生じた場合に

速やかに開示いたします。 

 

以 上 

 

※添付資料として、公開買付者による「ホリイフードサービス株式会社株券（証券コード 3077）に対

する公開買付けの開始に関するお知らせ」を添付しておりますので、併せてご覧ください。 
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平成29年４月17日 

各 位 

会 社 名 ： 株式会社ＴＢＩホールディングス 

代表者名 ： 代表取締役会長 ヴァッタ・ヴァバン 

問合せ先 ： 取締役戦略企画室長 片倉 康就 

 （TEL．03－5919－6690） 

 

ホリイフードサービス株式会社株券（証券コード3077）に対する公開買付けの開始に関するお知らせ 

 

株式会社ＴＢＩホールディングス（以下「公開買付者」といいます。）は、以下のとおり、ホリイフード

サービス株式会社（コード番号 3077、株式会社東京証券取引所 JASDAQ スタンダード市場、以下「対象者」と

いいます。）の普通株式（以下「対象者株式」といいます。）を金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号。その

後の改正を含みます。）に基づく公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）により取得することを決定

いたしましたので、お知らせいたします。 

 

公開買付者は、平成 29 年４月 11 日開催の取締役会において、東京証券取引所 JASDAQ スタンダード市場に

上場している対象者株式のうち、対象者の代表取締役会長であり支配株主の堀井克美氏が所有する対象者株式

3,258,000 株（所有割合：57.46％）のうち 2,976,800 株（所有割合：52.50％）を取得し、対象者の議決権の

過半数を取得することを目的として、本公開買付けを実施することを決議いたしました。 

本公開買付けの概要は以下のとおりです。 

 

（１）対象者の名称 

ホリイフードサービス株式会社 

 

（２）買付け等を行う株券等の種類 

普通株式 

 

（３）買付け等の期間 

平成29年４月18日（火曜日）から平成29年５月22日（月曜日）まで（22営業日） 

（注）法第27条の10第３項の規定により、対象者から買付け等の期間（以下「公開買付期間」といいま

す。）の延長を請求する旨の記載がされた意見表明報告書が提出された場合は、公開買付期間は、

平成29年６月１日（木曜日）まで（30営業日）となります。 

 

（４）買付け等の価格 

普通株式１株につき、金430円 

 

（５）買付予定の株券等の数 

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限 

5,699,623（株） 2,976,800（株） －（株） 

 

（６）公開買付代理人 

ＳＭＢＣ日興証券株式会社   東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 
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（７）決済の開始日 

平成29年５月29日（月曜日） 

（注）法第27条の10第３項の規定により、対象者から公開買付期間の延長を請求する旨の記載がされた

意見表明報告書が提出された場合は、平成29年６月８日（木曜日）となります。 

 

なお、本公開買付けの具体的な内容は、本公開買付けに関して公開買付者が平成29年４月18日に提出す

る公開買付届出書をご参照ください。 

以上 
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